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1.　はじめに

国土交通省では，技術政策を推進していくに当
たり，重要テーマごとにより具体的に議論を深化
させ，技術政策の取組の加速化を図ることを目的
として，「国土交通技術行政の基本政策懇談会」

（以下，「懇談会」という）を設置して議論を行っ
ている（懇談会については，https://www.mlit.
go.jp/policy/shingikai/s204_kokudokotsugijutsu 
gyousei01.html を参照）。
「モビリティ」，「オープンデータ」，「地球温暖

化と防災対策」，「コンパクトシティ，都市のあり
方」，「メンテナンス，新技術・新工法」などをテ
ーマとして，さまざまな専門性を持つ委員により
多角的な視点から議論が行われ，平成 30 年 11 月
に中間とりまとめ（以下，「中間とりまとめ」と
いう）が公表された。

その後，「中間とりまとめ」で取り上げなかっ
た重要テーマについても幅広く検討するため，セ
カンドステージとして懇談会を継続し議論が行わ
れた。さらに，現在，戦後最大の危機ともいわれ
る今般の新型コロナウイルス感染症の拡大は，こ
れまで想定されていた自然災害と基本的性格が大
きく異なるものであり，社会資本施設の強靱化を
基礎とした社会システムそのものの強靱化が求め

られている。そこで，セカンドステージでは，新
型コロナウイルス感染症の対策についても委員の
意見を集約した。

これまでの懇談会での議論を踏まえ，技術政策
の進め方と主要技術政策の方向性について，網羅
性よりも，できるだけ具体的な提案を行うことに
重点を置いた「セカンドステージとりまとめ」を
公表した（図－ 1，2）。

また，技術研究開発を推進するため，新しい技
術を現場で適正に活用し，生産性の向上や品質，
安全性の向上等を実現するとともに，さらなる技
術開発を誘発することが重要である。そこで，新
技術活用を促進するために，令和 2 年度より直轄
土木工事において新技術活用を原則義務化するこ
ととしたので，本稿にて紹介する。

2.　‌‌セカンドステージとりまとめに‌
ついて

セカンドステージでの議論をとりまとめるに当
たっては，追加的にインフラ・物流分野等におけ
る DX（デジタルトランスフォーメーション）の
方向性や，その他新型コロナウイルス感染症の拡
大を踏まえた対応について，委員から話題提供を
いただいた。その後懇談会メンバーでメール審議
を行い，令和 2 年 7 月にとりまとめて公表した。

今後の国土交通技術行政の政策の方向性を示す

国土交通省における技術政策の
推進に向けた取組について
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に当たり，本セカンドステージは大きく「技術政
策の進め方（横断的課題）」と「主要技術政策の
方向性（テーマ別）」に分かれて構成されている。
主要技術政策の方向性（テーマ別）では，①新た
なモビリティサービス，②都市・地域マネジメン
ト戦略，③国際ゲートウェイ（港湾・船舶・空港），
④物流・ロジスティクス政策，⑤防災・減災，国
土強靱化の 5 つで構成されている。また，それぞ
れ「現状と課題」，「政策の方向性」，「具体的な施
策の提案」といった切り口でまとめ，さらに「新
型コロナウイルスを踏まえた追加的事項」を追加
している（図－ 3）。

本稿では，セカンドステージとりまとめ全体の
うち，技術政策の進め方（横断的課題）から抜粋
して紹介する。詳細については，是非セカンドス
テージとりまとめ本文（https://www.mlit.go.jp/
common/001351835.pdf）をご一読いただきたい。

○技術政策の進め方（横断的課題）
⑴　現状と課題

ICT の急速な発展・普及に伴い，データが社

会・経済における意志決定や連携を支え，今まで
にない急速なイノベーションがあらゆる分野で進
展している。そうした中，国土交通省は国土や都
市，交通，気象等の多くのデータを保有している
機関でありながら，データは個々の部局ごとに管
理されており，連携できていない。こうした問題
意識のもと，「中間とりまとめ」を受け，国土交
通データプラットフォーム等の施策が動き始め
た。現場から得られる豊富なデータを相互に連携
させ，行政の推進やイノベーションの促進にいか
に活用するかが問われているとの認識に基づき，
引き続き，施策を進めるべきである。

また，技術政策の推進に当たっては，関係省庁
や関係部局間ならびに産学官の連携が重要である
が，一つのサービスあるいは大きなビジョンに統
合・総合する仕組みや制度は遅れている。さら
に，技術政策の推進に際して，基礎研究から社会

国土交通技術行政の基本政策懇談会 委員名簿

石田　東生 筑波大学 特命教授（座長）
鵜澤　　潔 金沢工業大学大学院工学研究科 教授
春日　伸予 芝浦工業大学工学部 教授
金山　洋一 富山大学都市デザイン学部都市・交通デザイ

ン学科 教授
木下　　剛 千葉大学大学院園芸学研究科 准教授
小池　俊雄 （国研）土木研究所 水災害・リスクマネジメ

ント国際センター長
小林　潔司 京都大学経営管理大学院 教授
柴崎　亮介 東京大学 空間情報科学研究センター長
高木　　健 東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授
中川　聡子 東京都市大学工学部 教授
谷口　　守 筑波大学大学院システム情報系社会工学域 �

教授
羽藤　英二 東京大学大学院工学系研究科 教授
福和　伸夫 名古屋大学減災連携研究センター 教授
藤田　　壮 （国研）国立環境研究所 社会環境システム研

究センター長
藤野　陽三 横浜国立大学先端科学高等研究院 上席特別

教授
堀　　宗朗 東京大学大学院工学系研究科 教授
松尾亜紀子 慶應義塾大学理工学部 教授
屋井　鉄雄 東京工業大学環境・社会工学院 教授
山田　　正 中央大学理工学部 教授

図－ 1　懇談会委員名簿（令和 2年 7月 3日現在）

国土交通技術行政の基本政策懇談会各回の議論項目

第 １回（H30.6.6）� ※敬称略
　モビリティ，オープンデータ化
第 ２回（H30.8.１）
　地球温暖化，防災，国土強靱化，安全グリーンイノベー
ション，グリーンインフラ
第 3回（H30.8.3１）
　コンパクトシティ，地方創生，都市のあり方
第 ４回（H30.9.3）
　メンテナンス，新素材，新工法，宇宙利用，モビリティ，
オープンデータ

　　　＝＝中間とりまとめ（H30.１１）＝＝

第 ５回（H3１.２.２５）
　中間とりまとめのフォローアップ
第 6回（R元 .6.２１）　ゲスト：岩倉成志，森川高行
　新たなモビリティサービス
第 ７回（R元 .７.１0）　ゲスト：竹本幹雄
　国際ゲートウェイ戦略（港湾，空港）
第 8回（R元 .9.30）　ゲスト：関本義秀
　都市・地域マネジメント戦略
第 9回（R元 .１0.１１）　ゲスト：根本敏則，苦瀬博仁，矢
野裕児
　物流・ロジスティック政策
第 １0 回（R元 .１２.１3）　ゲスト：藤井聡
　防災・減災，国土強靱化
第 １１ 回（R元 .１２.２５）　ゲスト：岸井隆幸，廣井悠
　地域・都市マネジメント戦略

　　　＝＝セカンドステージとりまとめ（R２.７）＝＝

図－ 2　懇談会各回の議論項目
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実装に至るまでの時間短縮が求められている。

⑵　具体的な施策の提案
上記の方向性を踏まえ，早急に取り組むべき施

策として，「中間とりまとめ」で提案した「デー
タ利活用戦略の策定およびデータ連携基盤の構
築」，「データ駆動型行政を推進する体制の構
築」，「技術の社会実装を迅速化する社会実験の推
進」に加え，「制度，財源も含めた長期計画の再
構築」，「社会受容（パブリック・アクセプタンス）
の知見形成」が委員から提案された。

⑶　新型コロナウイルスを踏まえた施策の方向性
社会資本施設の強靱化を基礎にした社会システ

ムそのものの強靱化が必要である。これは多岐に
わたる取組から構成されるべきであるが，特に重
要と思われるものを以下に示す。
・今般の新型コロナウイルス感染症の拡大は経済

学的評価以外の安全保障の重要性を再認識させ
た。社会資本政策の根幹に地域，歴史・文化，
社会システムの存続に関わる安全保障を見据
え，評価手法の抜本的改変を考えるべきである。

・ほぼリアルタイムで人が，人の動きが，モノの
動きがどのように変わっているか，変わってい
くのかをモニタリングすることが重要である。
国土交通データプラットフォームが始動したと
ころであるが，それらを活用する需要・利用状
況のモニタリング機能の充実強化が課題である。

・社会資本施設の整備と効果の最大化には，
人々，コミュニティからの支持とパブリック・
アクセプタンスが必要不可欠である。そのため
にも，説得力と共感力のある必要性と効果のア
ピールが重要である。

・ICT の活用によるデジタル化は，局所的，個
別的なものにとどまってはならない。社会資本
政策の進め方全般にわたっての DX が何より

図－ 3　国土交通技術行政の基本政策懇談会　セカンドステージとりまとめ概要
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必要である。基本政策懇談会では，データ駆動
型行政を推進する体制の構築を提言してきた
が，インフラ DX を的確に進めるためには，
強力な推進体制の構築が不可欠である。

3.　新技術活用の原則義務化

直轄土木工事において，これまでは，発注者指
定型ではない場合は新技術を活用しない工事もあ
ったが，今年度より一部を除く直轄土木工事にお
いて，受注者は対象とする新技術のうちいずれか
1 つ以上を活用することが原則として義務付けら
れる。

⑴　対象とする新技術
活用する新技術は，主に以下のとおりとした。

①　ICT 活用工事や BIM/CIM 活用工事で適用
する技術

②　NETIS 登録技術
③　NETIS のテーマ設定型（技術公募）で作成

された技術比較表に掲載されている技術
④　新技術導入促進（Ⅱ）型により活用する技術
⑤　新技術のニーズ・シーズマッチングにより現

場実証し，従来技術と同等以上と確認できた技
術
上記以外にも，技術の成立性，実用化している

ことおよび従来技術と比較して活用の効果が同等
以上であることの確認ができた技術も対象とし，
i-Construction の取組の進展によって活用が進ん
でいる多数の新しい技術も対象に含む。ただし，
新しい技術の活用を推進する観点から，NETIS
掲載期間終了技術は基本的に対象外とした。

⑵　取組内容
以下の発注を行うことにより，新技術を活用す

ることが原則として義務化される。
①　ICT 活用型

これまでも，ICT 活用工事や BIM/CIM 活用
工事を推進しており，今回の原則義務化の取組に

おいて変更はなく，これまで同様，ICT 活用工
事，BIM/CIM 活用工事の発注を行うことによ
り，対象とする新技術の活用を推進する。
②　発注者指定型

これまで同様，工事公告時に発注者が設計図書
により対象とする新技術を個別指定して工事発注
を行い，受注者は指定された新技術を活用する。
③　発注者指定型（選択肢提示型）

発注者が設計図書に対象とするテーマと当該テ
ーマに対して効果が期待できる複数の新技術をリ
ストの形で提示して工事発注を行い，契約締結後
に受注者が提示された新技術から活用する新技術
を選択する。

受注者は工事着手前までに活用を予定する新技
術について監督職員と協議して新技術を活用する
必要があるが，発注者が提示する新技術以外の活
用を制限するものではないことから，同等以上の
性能・品質や効果を有する新技術についても協議
のうえ活用が可能である。

工事発注時の予定価格は標準積算によるものと
し，決定した新技術は設計変更の対象とする。た
だし，設計変更の対象としない新技術について
は，新技術のリストにその旨を記載することとし
ている（表－ 1）。

④　施工者選定型
上記①〜③により新技術を活用しない場合は，

受注者は，⑴の対象とする新技術の中から原則 1
つ以上選定し，工事着手前までに活用を予定する
新技術の名称および内容等を施工計画書に記載
し，監督職員に提出することになる。

また，これまで受注者が新技術の活用を希望し
て提案する形で活用してきた施工者希望型を施工

表－ 1　新技術リストのイメージ
テーマ：��「○○工（レベル 3）の〇〇工（レベル ４）における○○向

上に資する技術」

新技術名称 NETIS 番号 備　考

〇〇〇工法 KK-〇〇〇〇 -VE ※設計変更対象外

・・・・・ ・・・・・

・・・・・ ・・・・・
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者選定型に名称変更していることから，1 工事の
中で，施工者の希望により複数の新技術を活用す
る場合は，施工者選定型として新技術を活用する
ことになる。

受注者が ICT 活用工事や BIM/CIM 活用工事
で適用する技術を選定した場合は，設計変更の対
象とするが，その他の新技術を活用する場合は設
計変更の対象としない（図－ 4）。

⑶　工事成績評定
これまでも，ICT 活用工事や BIM/CIM 活用工

事，施工者の提案により NETIS 登録技術を活用し
た工事においては，工事成績評定の加点の対象と
しており，今回施工者希望型が施工者選定型に変
更になったが，加点対象や加点内容に変更はない。

また，現場条件等により新技術が活用されなか
った場合，工事成績評定の減点等罰則の対象とし
ないこととした。

4.　おわりに

本稿においては，今年度実施した懇談会セカン
ドステージにおけるとりまとめと新技術活用の原

則義務化について紹介した。
懇談会セカンドステージでは，「中間とりまと

め」で取り上げなかった重要テーマについて議論
し，加えて新型コロナウイルス感染症の対策につ
いて委員の意見を集約した。新型コロナウイルス
感染症については，感染症による影響への対応だ
けでなく，感染症を乗り越えた後も見据えた国土
交通技術政策の検討が必要であることから，現
在，懇談会サードステージを開催しているところ
である。懇談会での議論の結果は，技術部会へ報
告され，国土交通省としての今後の技術政策の検
討や次期技術基本計画の策定の際の参考として活
用される予定である。

また，新技術活用を促進し，新しい技術開発，
現場実装が促進されていくよう，新たな取組を検
討していくとともに，建設分野のみならず，他分
野との連携も促進し，先端技術も取り込みつつさ
らなる生産性向上等を実現していきたい。

最後に，技術部会委員および懇談会委員をはじ
めとする関係各位に感謝を申し上げるとともに，
新技術開発，活用の活性化に向けて開発者や施工
者，設計業者各位にも引き続きご理解とご協力を
お願い申し上げる。

発注方法 積算方法 工事成績評定

① ICT活用型
発注者指定型は当初計上

受注者（施工者）希望型は変更対応
加点対象

② 発注者指定型 当初計上 加点対象としない

③
発注者指定型

（選択肢提示型）

当初は標準積算で変更契約の対象※

減額の場合は，契約後VEで変更
※��ただし，変更契約の対象外とする技術はリストに
明示

加点対象としない

④ 施工者選定型
当初は標準積算で変更しない※

※��ただし ICT 活用工事等の施工者（受注者）希望
型は従来通り変更対象

BIM/CIM活用工事，ICT活用工事，NETIS 登録技
術を活用する工事については加点対象

図－ 4　発注方法による分類
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